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第１章 総則 

（目的） 
第１条 

この舞鶴市水道施設運転管理等業務委託性能仕様書(以下「本仕様書」という)は、発注
者が管理する水道施設の運転管理を円滑に行い、水道施設の機能を十分に発揮し、水道施
設の適正な運営を図るため、舞鶴市水道施設運転管理等業務委託(以下「本業務」という)
に係る性能仕様を定めることを目的とする。 

 
（業務の履行） 
第２条 

受注者は、水道施設の機能が十分発揮できるよう、本仕様書の他、契約書、舞鶴市水道
施設運転管理等業務委託要求水準書(以下「要求水準書」という)及びその他関係書類(現場
説明を含む)等に基づき誠実かつ安全に、また、発注者と協議し業務を履行しなければなら
ない。なお、本仕様書に記載なき事項であっても、業務遂行上当然に必要なものは受注者
の責任においてこれを満足しなければならない。 

 
（委託する施設等） 
第３条 

発注者が受注者に委託する施設・場所及び設備は別紙－１のとおりとする。 
 
（業務の範囲） 
第４条 

発注者が受託者に委託する業務の範囲及び内容は、本仕様書第２章に示すとおりとす
る。 

（業務管理） 
第５条 

受託者は、常に善良なる管理者の責任をもって、業務を履行しなければならない。 
２ 受注者は、労働安全衛生法等の災害防止関連法令の定めるところにより、常に安全衛生の

管理に留意し労働災害の防止に努めるとともに、安全衛生上の障害が発生した場合は、直ち
に必要な措置を講じ、速やかに発注者に連絡すること。 

３ 受注者は水道施設の構造、性能、系統及びその周辺の状況を把握し、水道施設の運転に精
通するとともに、業務の遂行にあたって常に問題意識をもってこれにあたり、創意工夫し設
備の予防保全に努めること。 

４ 受注者は、豪雨、台風、地震、渇水、その他の天災及び水道施設の機能に重大な支障が生
じた場合に備え、連絡体制を整えるとともに、常にこれに対処できるように準備すること。 

５ 受注者は、地域住民と十分に協調を保ち、業務の円滑な進捗に期すること。 
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（運転管理概要） 
第６条 

各施設に関する基準は、次のとおりとする。 
（１） 水質に関しては、要求水準書第21条1)水質管理の水準に規定されたとおりとする。 
（２） 水圧に関しては、要求水準書第21条2)水圧管理の水準に規定されたとおりとする。 

（３） 水量に関しては、要求水準書第21条3)水量管理の水準に規定されたとおりとする。 
なお、参考とする各水道施設の想定給水量を別紙－９に示す。 

 
（従事者の届け出） 
第７条 

受注者は、従事者の履歴、職種、職階、職務分担等(従事者の資格を証明するものを含
む)を記載した従事者選任届を届け出ること。また、変更がある場合も同様とする。 

２ 受注者が従事者について業務の履行上著しく不適格と認められる場合は、発注者、受注者
双方が協議の上、当該従事者を変更することができる。 

 
（職階及び有資格者の基準） 
第８条 

受注者の従事者の職階及び有資格者の基準は、次のとおりとする。 
（１） 業務責任者 

水道技術管理者または、水道施設管理技士(浄水２級以上)の有資格者であること。ま
た、水道に関する高度な技術力及び浄水施設の運転管理、維持管理に５年以上の実務経
験を有する者 

（２） 業務従事者 
 １年以上の水道施設の維持管理に関する実務経験を有しているか、または類似施設で
の実務経験が２年以上ある者が過半数となること。 

 
（業務責任者の職務） 
第９条 

業務責任者の職務は、次のとおりとする。 
（１） 技術上の業務を統括する責任者として、受注者の従事者の指揮、監督を行うととも

に、技能の向上及び事故防止に努める。 
（２） 契約書、本仕様書、要求水準書、完成図書、その他関係書類により、業務の目的、内

容を十分理解し、施設の機能を把握し、発注者の監督職員と密接な連絡を取り、業務の適
正かつ円滑な遂行を図る。 

（３） 設備及び管理状況を常に的確に掌握し、いかなる場合においても対処できる体制に努
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める。 
 
（業務履行計画書） 
第10条 

受注者は、別に定める期間までに契約書、要求水準書、本仕様書に基づき、発注者と十
分な協議を行い契約期間における業務履行計画書を策定し、発注者に提出するものとす
る。業務履行計画書には、次の事項について記載しなければならない。 

（１） 業務概要に関すること 
水道施設の重要性に鑑み、その目的を達成するための委託業務における管理の基本方針

及びその概要について、委託業務に対する考え方が把握できるよう記載する。 
（２） 業務組織に関すること 

業務委託を遂行する上で必要な組織及び体制について、業務組織・業務分担・緊急時・
その他の組織等の体制、配置人数、その目的と系統及び分担等が明確に把握できるように
記載する。 

（３） 本委託における主たる業務の実施計画(工程)の概要 
（４） 主たる業務履行計画書、報告書類の提出、業務検査に関する計画 
（５） その他必要な計画 
 
（年間業務実施計画書） 
第11条 

受注者は、業務履行計画書に基づき、各業務を実施する上で留意すべき点、効率化・効
果的業務方法等について示した年間業務実施計画書を策定し、発注者に提出するものとす
る。年間業務計画書には、次に事項について記載しなければならない。 

（１） 業務計画に関すること 
年間業務工程表(運転監視操作業務・保守点検業務)、労務工程表 

（２） 業務方法に関すること 
業務方法・要領及び運転指標、保守点検業務基準(周期、項目等) 

（３） 安全衛生管理に関すること 
安全衛生管理対策、安全衛生管理計画表、研修計画表、安全衛生管理組織表 

（４） 保全・保安管理・安全パトロール等に関すること 
保全・保安管理・安全パトロール等の内容及び実施予定表 

（５） 水質監視業務に関すること 
水質監視業務実施方法、検査体制 

（６） 各種報告様式 
日報・月報・年報・運転管理、その他文章等 

（７） その他必要事項 
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（年間業務実施計画書の要領） 
第12条 

前条の年間業務実施計画の作成要領は次のとおりとする。 
（１） 年間業務実施計画書は、日本産業規格Ａ版により作成し、原則としてＡ４又はＡ３とす

る。 
２ 年間業務実施計画書を構成する事項の作成要領は、次のとおりとする。 
（１） 「業務計画に関すること」は、安全で安定的に浄水を供給するための運転計画や設備点

検、水質管理等について、年間を通じて各業務計画が把握できるよう記載する。 
（２） 「業務方法に関すること」は、水道施設を安定的に管理運営していくための運転指標や

各設備の運転方法及び要点、日常点検、定期点検、建築付帯設備点検の内容・点検頻
度・点検要領、清掃内容・清掃の要領等、その他必要な事項について具体的に記載す
る。 

（３） 「安全衛生管理及び保全・保安管理に関すること」は、事故、災害等を未然に防止し、
安全に委託業務を遂行するための安全衛生管理に係る基準や安全衛生管理に関する組織
体制及び保全・保安管理・安全パトロール等について具体的に記載する。 

（４） 受注者は、年間業務実施計画に基づき業務を遂行し、その年間業務が終了した際には、
速やかに年間業務履行報告書を提出しなければならない。なお、年間業務履行報告書
は、年間業務実施計画書で計画した諸事項に対して、その実績が明らかになるよう記載
する。 

（５） 「各種報告書様式」は、契約書、本仕様書及び要求水準書等で報告義務を課せられてい
る報告書及び発注者が要求する報告書の他、業務上必要と思われるものについて、様式
を作成する。 

 
（月間業務実施計画書及び月間業務履行報告書） 
第13条 

受注者は、業務計画について、決められた諸事項を満たす月間業務実施計画書を提出し、
発注者の承認を受けなければならない。なお、詳細な諸事項が必要な場合は、月間業務実施
計画書に添付して提出すること。 

２ 受注者は、月間業務実施計画書を変更する必要が生じた場合は、その都度発注者と協議し
なければならない。 

 
（業務記録等の整備） 
第14条 

受注者は、業務記録等、業務の履行又は確認に必要な書類を常に整備し、発注者が提出
を求めた場合は、速やかに提出しなければならない。 
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（報告書等） 
第15条 

受注者は、本仕様書第３章に定めるところにより運転管理業務、保全管理業務等、その
他業務の履行に係る報告書を速やかに提出しなければならない。 

 
（安全管理） 
第16条 

受注者は、作業の実施にあたり守らなければならない安全に関する事項を定めなければ
ならない。 

 
（健康管理） 
第17条 

受注者は、常に安全衛生管理に注意を払い、従事するものに感染症等の疑いがある場合
は従事者の変更を行うなど、安全衛生管理を徹底しなければならない。 

２ 受注者は、水道法第２１条に定める定期及び臨時の健康診断を行うとともに、これに関す
る記録を作成し、発注者に文書により報告しなければならない。 

 
（保全・保安教育及び訓練） 
第18条 

受注者は、作業、維持(運転、監視、点検、測定等)又は運用に従事する者に対して、浄
配水施設等の保全・保安に関し必要な知識及び機能に関する教育をしなければならない。 

２ 受注者は、作業、維持又は運用に従事する者に対し、事故その他災害が発生した場合の措
置について、危機管理マニュアルを作成し、実地指導、訓練を行わなければならない。 

 
（貸与品等） 
第19条 

本業務の実施に際し、受注者が業務遂行上必要とする完成図書、備品等の貸与品等は発
注者が無償で貸与する。 

２ 貸与品等については、受注者が台帳等を作成し、その保管状況を常に掌握し管理する。な
お、受注者の故意又は過失により貸与品等に毀損、盗難、紛失等があった場合は受注者が弁
償しなければならない。 

３ 第１項に定める貸与品等は別紙―１０のとおりとし、貸与品の引渡場所及び引渡時期は、発
注者と受注者が協議して定める。 
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（整理整頓） 
第20条 

受注者は、施設建物及びその周辺を常に清潔にし、不要な物品等を整理しなければなら
ない。 

（事務室等の自主管理） 
第21条 

受注者は水道施設の施設の一部を事務室等として使用する場合には、発注者の許可を受
けるとともに、受注者の責任において維持管理を行わなければならない。 

 
（従事者の服装） 
第22条 

受注者は、業務従事者に安全かつ清潔な統一した服装をさせ、胸に名札を着用させるこ
と。 

 
（火災の防止） 
第23条 

受託者は、水道施設の火災を未然に防止するため、火気の正確な取扱い及び後始末を徹
底しなければならない。 

 
（侵入者の防止等） 
第24条 

受注者は、設備機器、備品工具類の盗難及び水道施設への不法侵入を防止するため、十
分に注意しなければならない。 

２ 受注者は、施錠、開錠の管理を確実に行わなければならない。 
３ 受注者は、水道施設に設置されている監視カメラにより、定期的に監視しなければならな

い。 
 
（水道施設の一般管理） 
第25条 

受注者は、水道法、労働安全衛生法等の法令、規則及び基準等の関連法令を遵守するこ
とを基本とし、業務の実施、水道施設の保安等について、十分注意を払わなければならな
い。 

２ 受注者は、業務遂行上で必要な諸事項について、発注者と打合せ、協議等を行った場合
は、その都度その内容を議事録として整理し、発注者に提出し承認を受けるものとする。 
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第２章 業務内容 

 

（就業形態） 
第26条 

受注者は、業務の履行にあたり、原則として次の業務形態により行うものとする。 
（１） 運転監視操作業務 

運転監視操作業務は、毎日２４時間連続で水道施設の運転状況の監視及び操作を行い安全
な水を安定して供給するものとする。 

 
（２） 電話受付業務 

市役所閉庁時の水道需要者等からの電話受付を行うものとする。 
（３） その他の業務 

計画又は必要の都度とする。ただし、水道施設の設備が自動化又は省力化により、業務
形態を変更しても所定の能力が確保されるような場合には、発注者と受注者双方が協議
の上、業務形態を変更できるものとする。 

 
（運転監視操作業務） 
第27条 

受注者は、制御及び監視により、異常を発見した場合又は変更が必要な場合は、その都
度速やかに発注者に報告し、協議の上処置を行う。ただし、次にあげるものは、受注者の
判断で実施後、発注者に報告することにより処置できるものとする。 

（１） 浄水過程における、経済的かつ適正な運転管理 
（２） 取水・送水設備の適切な運転管理 
 
２ 制御及び監視 

次のとおりとする 
（１） 受変電設備の監視 
（２） 原水流量、ろ過流量、送水流量、配水池流入量の監視及び制御 
（３） 取水設備の監視及び制御 
（４） 水道施設の各池の水位及び流量等の監視及び制御 
（５） 水道施設のポンプ施設の流量監視及び制御 
（６） 沈殿池、急速ろ過池、緩速ろ過池等の運転監視及び制御 
（７） 濁度、色度、pH値、残留塩素等の水質の監視 
（８） 薬品等の注入量の監視及び制御 
（９） 薬品類、潤滑油脂類の残量管理及び制御 
（１０） 由良川原水変動の監視及び取水制御 
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塩水遡上等水質の監視および、取水制御 
（１１） その他発注者と受注者双方が協議の上、必要と判断した内容 
 
（保全管理業務） 
第28条 

受注者は、当該年度の月間及び年間業務実施計画書に基づき、別紙―４に記載の対象施
設の保守業務を行うものとする。 

 
（簡易な補修） 
第29条 

受注者は、保守点検により発見した不良箇所もしくは、故障の発生により破損した箇所
のうち、現場で修理可能なものについては修理し、作業終了後速やかに発注者に報告し、
後日、修理の状況を記した書類を提出すること。ただし、当該事象が水道施設に重大な影
響を及ぼす恐れがある場合は、応急措置を行うとともに、発注者に連絡し、その対応につ
いて協議する。 

２ 設備の簡易な補修、調整に必要な工具類、安全対策器具、カメラについては受注者の負担
とする。 

 
（消防設備） 
第30条 

消防設備点検の対象と内容は別紙―６に示すとおりとする。なお、実施に際しては、当
該点検実施に必要な有資格者を配置すること。 

２ 前号の点検にあたっては、前号に係る法令を遵守し実施すること。 
 
（自家用電気工作物点検） 
第31条 

自家用電気工作物の対象等は別紙－３２に示すとおりである。なお、実施に際しては、
当該点検実施に必要な有資格者を配置すること。 

２ 前号の点検にあたっては、前号に係る法令を遵守し実施すること 
 
（自家用工作物のみなし設置者） 
第32条 

受注者は、自家用電気工作物の保安管理において「みなし設置者」として次にあげる業
務を実施する。 

（１） 自家用電気工作物の維持・技術基準適合維持(電気事業法第39条規定事項) 
（２） 自家用電気工作物の保管規程の作成・届出、変更の届出、規程の遵守(電気事業法第42
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条規定事項) 
（３） 電気主任技術者の選任、届出(電気事業法第43条規定事項) 
 
（修繕補修） 
第33条 

受注者は、第２９条第１項において、簡易な補修等では機能回復が困難なものについて
は修繕等の対応を行うものとする。 

 
（薬品等調達） 
第34条 

受注者が調達する物品等は、次に掲げるものとする。 
（１） 監視装置消耗品、機械、電気、計装設備の部品及び消耗品(試験試薬含む) 
（２） 燃料(軽油等) 
（３） 薬品類(次亜塩素酸ナトリウム、ポリ塩化アルミニウム、水酸化ナトリウム等) 
（４） 発注者が受注者に貸与する別紙―４６の備品に関し、必要とする消耗品類 
 
（清掃及び植栽管理） 
第35条 

水道施設の清掃及び植栽管理の対象範囲については次のとおりとする。 
（１） 清掃は、別紙―４に示す施設について実施するものとする 
（２） 植栽管理は、別紙－４４に示す範囲について実施するものとする。 
２ 受注者は前項によるものの他、必要に応じて適宜清掃、除草、除雪を実施し、労働安全の

確保、周辺住民への配慮及び水道施設の衛生の確保に努めること。 
 
（濃縮汚泥の取扱い） 
第36条 

沈殿池から濃縮層へ排出された汚泥に係る産業廃棄物の処理処分及び手続については、
発注者が行う。 

 
（計画点検業務） 

第 37 条 民間企業の技術力やノウハウを有効活用し、技術の継承、業務の効率性を向上させ、

将来にわたる技術水準の向上を図るとともに、サービス水準、利用者の満足度の維持・

向上を図るために、発注者が水道事業者として実施している経営計画等を補助・支援す

るものである。 

（業務の詳細） 
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第 38 条  業務の範囲・内容を下記に示す。 

（１） 施設情報運用計画点検業務 

（２） 施設台帳点検業及び更新業務 

（３） 機能評価点検業務 

（４） アセットマネジメント点検業務 

（５） 中期事業計画（水道ビジョン）点検業務 
（６） 水質検査計画 
（７） 水安全計画 
（８） その他の計画 
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第３章 業務書類等 

（業務書類等） 
第39条 
受注者は、業務の履行にあたり次の書類を定められた発注者と協議の上速やかに提出しなけれ

ばならない。 
（１） 年間業務実施計画書 
（２） 年間業務履行報告書 
（３） 月間業務実施計画書 
（４） 月報業務履行報告書 
（５） その他、発注者がモニタリング等で要求するもの 
２ 契約締結後速やかに、次の書類を提出しなければならない 
（１） 着手届 
（２） 業務責任者選任届又は兼任届 
（３） 業務従事者選任届 
（４） 業務履行計画書 
（５） 借用承認願 
（６） その他必要なもの 
 
（業務履行報告書） 
第40条 
月間業務履行報告書及び年間業務履行報告書は以下について報告すること。 
（１） 月間業務履行報告書 

業務完了月に次のものを提出する 
ア 月間業務完了届 
イ 月間業務完了報告書 
①月間業務所見 
②月間運転管理データ 
③月間水質管理データ 
④月間業務実績報告書 
ウ その他業務検査必要書類 
（２） 年間業務履行報告書 
ア 年間業務完了届 
イ 年間業務完了報告書 
①年間業務所見 
②年間運転管理データ 
③年間水質管理データ 
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④年間業務実績報告書 
⑤物品管理報告書 
⑥保全管理年間実績報告書 
ウ その他業務検査必要書類 
 
（業務評価） 
第41条 
発注者は、委託業務の履行確認、要求水準達成度等の確認のため、「水道施設管理業務評価マ

ニュアル〔改訂版〕2021年8月公益社団法人日本水道協会」に基づき、次のとおりモニタリ
ングを実施するものとする。また、受注者は同マニュアルに基づき月次、年次のセルフモニ
タリングを実施し、結果を提出すること。 

（１） 日常モニタリング 
受注者から提出される日報に基づき、業務の実施業況の確認や、異常や問題がないかの
確認。 

（２） 月次モニタリング 
運転データや水質データとともに、業務の実施状況報告や所見を確認し、業務計画に沿
って実施されているか等を確認。セルフモニタリング結果の確認。 

（３） 年次モニタリング 
月次モニタリングの取りまとめ、セルフモニタリングも合わせ年間の総括として結果の
確認。 

（４） 臨時モニタリング 
必要に応じて受注者の業務実施状況を抜き打ちで確認。 

 
（委託業務履行検査） 
第42条 
受注者は、月間及び年間業務を完了したとき、次の方法により発注者の業務完了検査を受けな

ければならない。 
（１） 月間業務完了検査 
 ア 月間業務完了検査は、受注者より月間業務完了届が提出された日から10日以内に、発注

者が行うものとする。なお、検査にあたり、受注者に立会を求める場合は同席すること。 
 イ 検査日及び場所については、発注者と受注者双方が協議して定めるものとする。 
 ウ 検査は、受注者が提出した月間業務実施計画書に基づき業務報告書の内容について、照

合・確認を行う。 
 エ 業務完了検査内容のうち、発注者が特に認めた事項については、検査を省略することが

できる。 
 オ 検査の結果、不合格となった部分がある場合は、受注者は速やかに不合格部分を改善し
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再検査を受けるものとする。 
（２） 年間業務完了検査(委託業務履行検査) 
 ア 年間業務完了検査は、受注者より年間業務完了届が提出された日から10日以内に、発注

者が行うものとする。なお、検査にあたり、受注者に立会を求める場合は同席すること。 
 イ 検査日及び場所については、発注者と受注者双方が協議して定めるものとする。 
 ウ 検査は、受注者が提出した当該年度の年間業務実施計画書に基づき業務報告書の内容に

つて照合・確認を行う。 
 エ 業務完了検査内容のうち、発注者が特に認めた事項については、検査を省略することが

できる。 
 オ 検査の結果、不合格となった部分がある場合は、受注者は速やかに不合格部分を改善し

再検査を受けるものとする。 
。 
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第４章 その他 

（経費の負担） 
第43条 

受注者が業務履行上で負担する経費は、受注者自らが業務履行上で直接的に必要な事務
費及び運転・維持管理費等とし、次のとおりとする。 

（１） 机・椅子・書棚・ロッカー・パソコン・プリンター・コピー機等の事務品 
ただし、発注者が使用を認めた場合は、この限りでない。 

（２） 各種用紙・筆記用具・ファイル等の事務用品 
ただし、発注者が使用を認めた場合は、この限りでない。 

（３） 食器棚・茶器・台所用品等の消耗品 
ただし、発注者が使用を認めた場合は、この限りでない。 

（４） 各種作業服・各種靴・各種手袋・ヘルメット・安全マスク・保護眼鏡等の安全保護具・
機器 

（５） 設備点検・小修理に係る点検工具、回路計、懐中電灯等の工具・機器 
ただし、発注者が使用を認めた場合は、この限りでない。 

（６） 点検・巡視用車両及び車両維持管理に係る費用 
（７） 清掃用具及び清掃用品、消耗品 

ただし、発注者が使用を認めた場合は、この限りでない。 
（８） 電話・ファックスの設置工事及び維持費 

緊急時、委託業務の連絡用としての電話、ファックス、インターネット設置工事費及び
維持費、ただし発注者が使用を認めた場合は、発注者所有の機器を利用できるものとす
る。 

（９） 水道施設の運転に必要な薬品、燃料の調達及び管理に係る費用 
（１０） 水道施設点検のための経費(点検シール) 
（１１）備消耗品等の調達、管理費用 
（１２）各種保険の加入に係る経費 
 
（責任分担） 
第44条 

契約期間中に生じた運転及び維持管理上の不備、誤操作等による水質異常、機器等の破
損、故障等は、受注者の負担において速やかに補修、改善若しくは取替え又は補償等により
解決することとする。ただし、テロ及び天災事変等の事故による場合は、この限りでない。 

２ 業務範囲における責任分担の詳細については、別紙―５５による。 

 



19 
 

（本業務実施におけるリスクマネジメント） 
第45条 

本業務実施における水道施設の施設について、その水道技術管理者としての責任は発注
者にあるものとし、本業務範囲における施設の運転・維持管理上の責任は原則として、受
注者が負うものとする。ただし、発注者が責任を負うべき合理的な理由がある事項につい
ては、この限りではない。 

２ リスクの分担は別紙－５６による。 
３ リスクの分散を図るため、発注者及び受注者は、保険対応可能な事項については、この限

りでない。 
４ 受注者は加入した保険について、業務履行計画書に記載し、その写しを添付するものとす

る。 
 
（雑則） 
第46条 

本仕様書に明記されていない事項であっても、受注者は運転操作上、当然必要な業務等
は、良識のある判断に基づいて行わなければならない。 

２ 発注者が運転に係る資料の提出を要求した場合は、受注者は速やかに応じなければならな
い。 

３ 受注者は、発注者の承諾なく発注者の所有物を場外に持ち出し、又は業務に必要としない
ものを持ち込んではならない。 

 
（疑義） 
第47条 
本仕様書に疑義を生じた場合又は本仕様書に定めのない場合は、発注者と受注者の協議の上、

定めるものとする。 
 
 


